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自己紹介～プロフィール～

1989年 三井住友信託銀行
❃ 不動産信託・不動産証券化関連の業務に長年従事

2009年 トップリート投資法人（J-REIT)の運用会社
❃ J-REITのアセットマネジャー(資産運用）・財務部門を担当

2016年 一般社団法人不動産証券化協会
❃ 個人投資家向けへのJ－REIT普及活動等企画広報を担当

2019年 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（J-REIT)の運用会社
❃ ESG・総務・人事・コンプライアンス等を担当し、現在に至る

2015年 投資法人みらい（J-REIT)の運用会社
❃ J-REITの立ち上げ業務を遂行

◆経歴

◆好きなもの

柴犬 演奏

◆資格

工学修士（環境工学専攻）・不動産証券化マスター・一級建築士・宅地建物取引士
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～ 不動産投資の視点から ～
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貯蓄から投資へ☞その背景１

4

（出所）2020年は総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位・死亡中位推計）

■日本では少子高齢化が進行＝高齢者が増え、労働者が減る

■現在よりも一人あたりの社会保険料や税金の負担額の増加が予想

日本の人口推移（2025年以降は推計）
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貯蓄から投資へ☞その背景２

5

（出所）日本銀行「資金循環の日米欧比較」をもとにARES作成
※ 2024年3月末時点の数値

■米国・欧州と比較すると、日本の家計は「現金・預金」が占める

割合が大きい
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貯蓄から投資へ☞その背景３

6

（出所）日本銀行統計データを基にARES作成
※定期預金金利は、期間6か月以上1年未満、預入金額3百万円未満の数値



配当利回り(金利)がもっとも高いのは？

J

7



主な金融商品との利回り比較

8

各商品の利回り（10年間）2025年8月末時点の利回り一覧

（出所）不動産証券化協会、日本相互証券、東京証券取引所、
日本銀行

※1：グラフは2022年3月末までは東証1部市場の利回りを利用
※2：2025年7月末時点、日銀公表の10年定期預金金利（総合）
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J -REIT投資の魅力
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安定した配当を実現するＪ-REITの仕組み

10



不動産投資のリスクから見たJリートの特徴

11



高い配当性向＆分配金利回り

12
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不動産投資のリスク⇔不動産証券化の誕生

13

昭和時代

「土地神話」
土地の値段は
必ず上がる

’80年代 ’90年代

バブル崩壊
地価下落

ポストミレニアム

不動産証券化
実態に即した価格形成

バブル
経済

Jリート



①不動産鑑定(第三者が評価した)価格による取引

不動産投資のリスク⇔不動産証券化の誕生

14

実態に即した不動産価格形成

土地相場(感覚的)による取引⇔価格変動大

②鑑定手法・・・土地建物積算から収益還元法へ

「直接還元法」

年間賃料
5億円不動産価格

100億円

利回り５％

「DCF（Discounted

 Cash Flow）法」

不動産証券化取引



安定した配当を実現するＪ-REITの仕組み
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-投資家にとって手軽にできる不動産投資-

16



-スポンサーから取得する不動産リスク対策-

17

「金融庁」
Jリートは一般の人も投資できる投資商品

投資者保護の立場で監督を行う

「国土交通省」
Jリートも宅地建物を取り扱う企業

宅地建物取引業者同様に監督を行う

Ｊリートの監督官庁



-スポンサーから取得する不動産リスク対策-

18

行政処分事例(金融庁ホームページより)

１.不動産鑑定業者への不適切な働きかけ
・親会社の売却希望価格を優先し、鑑定評価額がそれを上回るよう鑑定業者に働きかけ。
・これにより、鑑定業者の独立性を損なった。
２.不適切な鑑定業者選定プロセス
・複数業者から概算額を聴取し、最も高い概算額を提示した業者を選定。
・その際、概算額が最も高かった事実を伏せ、報酬額が最も廉価であることを理由に選定。
・実質的に親会社の売却希望価格で取得させることを最優先。

Ⅱ.行政処分の内容

Ⅰ.違反内容

1.業務停止命令
・新たな資産運用委託契約の締結禁止。
・不動産（信託受益権含む）の取得に係る運用指図禁止。
・期間：2022年7月15日～2022年10月14日。
2.業務改善命令
・投資主への説明と適切な対応。・法令遵守態勢・内部管理態勢の構築。・利益相反管理の強化と再発
防止策の策定。・経営陣の責任所在の明確化。
2022年8月15日までに報告、その後も随時報告。



Ｊ-REITの保有不動産

19



Ｊ-REITの運用タイプ

20



安定した分配金

21



安定した分配金と成長

22



Ｊリート投資のリスク

※ リスクに関する詳細な内容は、Ｊリート各社が決算期毎に公表する有価証券報告書などに記載されています。

価格変動リスク
投資した元本は保証されていません。株式と同じように、市場での取引価格（投資口の価格）
は、不動産市況・景気見通し・需給動向等により変動します。

分配金変動リスク
テナント退去や賃料引き下げなどにより賃料収入が減り、分配金が減ることがあります。金利上
昇に伴う支払利息の増加など、費用の増加によって分配金が減少することもあります。

災害等リスク
地震や台風等の自然災害、予測不可能な偶発事象が発生した場合、投資対象不動産の収
益性が低下する可能性があります。

法制度変更リスク
不動産税制、建物の建築規制などの規制の強化や新たな規制の創設により、不動産の価値
が低下し、その結果Ｊリートの価格が低下する可能性があります。

23



Ｊ-REITの専門用語
参 考

1
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Ｊ-REITの市場規模の推移
参 考

２
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参 考

３ Ｊ-REIT保有不動産の主な特徴（用途別）

オフィスビル

■ テナントは法人
■ ビジネス(法人)で利用
■ 最も成熟したマーケットで賃料

や稼働率等のデータが豊富
■ 例えば、都心の大型オフィスビ

ル、地方都市のオフィスビル等

商業施設

■ テナントは法人
■ 主としてプライベート(個人)で
    利用
■ 利用目的、立地により様々
    な施設がある
■ 例えば、都市型商業施設、
    郊外型ショッピングモール等

住 宅

■ テナントは主として個人
■ 主としてプライベート(個人)で
    利用
■ 住まいとしての需要があるため、
    景気変動の影響を受けにくい
■ 例えば、賃貸マンション、学生
    寮、サービスアパートメント等

物流施設

■ テナントは法人
■ 物品の保管や仕分け、配送
    の拠点として利用
■ 空港や港湾、高速道路インタ
    ーチェンジ等、交通の要所に
    立地
■ 例えば、特定企業向け施設、
    複数企業向け施設等

ホテル

■ テナントは法人（運営事業
者）

■ ビジネス(法人)、プライベート
    (個人)ともに利用する施設
■ 提供サービス、立地により

様々な施設がある
■ 例えば、リゾートホテル、シティ

ホテル、旅館等

ヘルスケア施設

■ テナントは法人（運営事業
者）

■ プライベート(個人)で利用する
   施設
■ シニアリビング施設と医療施設
    に大別される
■ 例えば、有料老人ホーム、サ
    ービス付高齢者住宅、病院

26



Jリートの分散効果 -リスク・リターン-
参 考

４
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よくあるご質問
参 考

5
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Ｊ-REITの総合情報サイト「J-REIT.jp」
参 考

6

29



馬渕磨理子のＪリートクラブ
参 考

7
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注意事項・免責事項

31

当資料(4頁~25頁）は、一般社団法人不動産証券化協会の資料を抜粋及び一部編集したものですので、元資料の注
意事項・免責事項を以下に転載いたします。



注目される物流施設

～ 物流施設マーケットの成長性と安定性 ～

2



オフィス

17.9%

物流施設

16.5%

住宅

8.5%

ホテル

3.8%商業施設

3.5%

産業施設

2.0%

ヘルスケア

0.3%

複合・総合

47.5%

33

なぜ物流REITなのか？

J－REIT
投資対象アセットタイプ別

時価総額

J-REITにおいて物流施設はオフィスに次ぐアセットタイプ

*2025年3月28日時点

アイミッションズパーク柏2

時価総額合計

14兆

8,716億円

MFLP茨木
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先進的物流施設に対する需要（ニーズ）の拡大①

*出所：国土交通省、シービーアールイー株式会社

築年数の経過した物流施設が年々増加
小売/物流事業者のニーズを満たす「先進的物流施設」は未だ希少

48.3%

築40年以上の物流施設

7.6%

先進的物流施設

>
2023年12月末における国内物流施設のストック

従来型物流施設のイメージ

入出庫の頻度

作業労働者

自家用

保管機能 中心

小

少

小規模平 屋

>
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高機能化、大規模化する物流施設

高機能/好立地かつ、快適性の高い「先進的物流施設」に対する需要が拡大

最新型物流施設のイメージ

複数フロア 中・大規模

保 管
仕分・加工・配送

機能

入出庫の頻度 大

作業労働者 多

物流施設内部

非常用
発電機

事務所スペース

免震構造

賃貸用倉庫

太陽光パネル

緑地空間

カフェテリア
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先進的物流施設に対する需要の拡大～事例1-1

ネットショッピング

在庫管理／ピッキング 梱包 出荷

配送

Eコマースの拡大＝先進的物流施設ニーズを牽引

Eコマース
（電子商取引・EC）

注文

先進的物流施設内での工程

⚫インターネットを通じて商品やサービスを売買するネットショッピングが代表例

⚫インターネットの普及を背景に、Eコマースの事業規模が拡大
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先進的物流施設に対する需要の拡大～事例1-2

オムニチャネル

Ｅコマース事業者

etc.

リアル店舗の小売事業者も、Ｅコマ－スに進出

オムニチャネル ⚫ 顧客があらゆるチャネルから購買できるよう、リアル店舗とインターネット通販を融合
する小売戦略

波及

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

2010年2011年2012年2013年2014年2015年2016年2017年2018年2019年2020年2021年2022年2023年2024年

Eコマース市場規模

*金額は、Eコマース市場のうち、BtoC市場の規模を表しています。
*出所：経済産業省『電子商取引実態調査』（2025年8月26日公表）

（億円）

我が国のEコマースの市場規模推移

日本のＥコマース化率 9.8 ％

etc.

*Eコマース化率の算出対象は、BtoC市場における物販系分野のみ

株式会社ユニクロ

26.1兆円



先進的物流施設に対する需要の拡大～事例2-1

38

*出所：経済産業省『商業動態統計(2020年年報)』（2021年6月30日公表）

コンビニエンスストアの事業規模推移

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

75,000

85,000

95,000

105,000

115,000

125,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

売上高（左軸） 店舗数（右軸）

（億円） （店舗数）

*出所：経済産業省『商業動態統計(2024年年報)』



先進的物流施設に対する需要の拡大～事例2-2

39

メーカー

問屋問屋 問屋

先進的物流施設を活用し配送拠点の集約、物流の効率化を追求

コンビニ店舗

メーカー メーカー

配送
センター

先進的物流施設

コンビニ店舗

メーカー

物流拠点を
集約

従来

コンビニの事例：物流拠点の集約化、物流業務の効率化

問屋

集約後

メーカー



先進的物流施設に対する需要の拡大～事例3-1

40

3PL事業者が、先進的物流施設に対するニーズを後押し

3PL
（サードパーティロジスティクス）

⚫ 物流機能を第三者の物流企業に委託すること

⚫ 物流業務のアウトソーシング

先進的物流施設

運 送

物

流

商 流

小売・消費者企 業

生産・販売に集中

事
業
者
に
包
括
委
託

３
Ｐ
Ｌ 運 送流通加工保 管

物流業務のアウトソーシング



先進的物流施設に対する需要の拡大～事例3-2

41

事業の効率化を進める企業が増加＝3PL拡大

* 出所：月刊ロジスティクスビジネス (2024年9月号)

主な事業者
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＝ 参考 ＝ 先進的物流施設のタイプと特徴

ランプウェイ型 スロープ型 ボックス型

●マルチテナント対応
●流通、保管ともに高い対応力

●ランプウェイ型、ボックス型の
中間タイプ

●保管ニーズや一棟借りニーズに
対応可能

●大規模な用地に適したタイプ

●各階にトラックが直接アクセス可能

なランプウェイを有する

●中小規模な用地に適したタイプ

●トラックは1階のバースへアクセス

可能

●その他のフロアには垂直搬送機等

で対応

●中規模な用地に適したタイプ

●一部の階にトラックが直接アクセス

可能なスロープを有する

●その他のフロアには垂直搬送機等で

対応



43

＝ 参考 ＝ 次世代物流施設事例(ドライバー不足への対応)

自動運転トラック対応物流施設開発→2027年の稼働を目指し実証実験中

●自動運転トラック・無人隊列走行を受入れ、高速道路インターチェンジに直結

●高速道路から先に自動運転車走行が導入されることから、基幹物流施
設に直結した専用ランプウェイを設け、完全自動運転トラックや後続車
無人隊列走行の受け入れを可能にする。これらの次世代モビリティが高
速道路から一般道に下りることなく利用できる物流施設となり、輸送量
の多いダブル連結トラック（右写真）も受け入れることで、運送業界の
人手不足への対策に繋げていく。



三井不動産ロジスティクスパーク投資法人とは

～ その成長性と安定性 ～

3



MFLのポートフォリオ～「バランス」へのこだわり

45

三井不動産・伊藤忠グループが展開する多様なタイプの先進的物流施設の取得により
バランスのとれたポートフォリオを構築し、成長性と安定性を確保

2025年9月30日時点



MFLのポートフォリオ～「クオリティ」へのこだわり

46

「先進的物流施設」であり「ステークホルダーに配慮した追加仕様」を兼ね備えた

MFLP・IMPへの重点投資

*1 写真はイメージであり、MFLP及び各保有物件は、上記の標準仕様及び特徴のすべてを備えているものではありません。
*2 各円グラフに記載の比率は、本投資法人の保有物件について、各物件の(準)共有持分を考慮した延床面積に基づいて記載しています。

概ね 10,000㎡ 以上

先進的物流施設の基本スペック

大規模

[ 延 床 面 積 ]
有効天井高
5.5m以上

柱間隔 10m以上
床荷重 1.5t/㎡以上

倉庫スペース 免震構造の採用 非常用発電機防災

•免震 / 耐震
•非常用発電
•被災度判定システム

 等対応

高機能

10m 以上[ 柱 間 隔 ]

5.5m 以上[有効天井高]

1.5t/㎡ 以上[ 床 荷 重 ]

■

MFLP堺
MFLP堺 MFLP柏

施設利用者への取り組み

地域コミュニティへの取り組み

テナントへの取り組み

ESGへの取り組み

■

■ ■

■

IMP印西 MFLP八千代勝田台 MFLP茨木 MFLP広島Ⅰ

IMP三郷 MFLP大阪ⅠMFLP川口ⅠMFLP日野

歩車分離通路 カフェテリア 通勤用シャトルバス シェアサイクル

LED照明太陽光パネル災害時用かまどベンチ保育施設

2025年9月30日時点



MFLのポートフォリオ～「ロケーション」へのこだわり①
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＊詳細につきましては、P.31の本資料の記載事項に関する注記【インダストリアル不動産】をご参照ください。

L●-XX 物流不動産物件番号

I●-XX インダストリアル不動産
物件番号

凡例

物流不動産保有物件
及び取得予定資産

インダストリアル不動産*
保有物件

優先情報提供
対象物件

三井不動産の
戦略エリア

首都エリア首都エリア

• エリア分散を活かした質の高いポートフォリオの構築



MFLのポートフォリオ～「ロケーション」へのこだわり②
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• エリア分散を活かした質の高いポートフォリオの構築



GRESBリアルエステイト評価

MFLの財務戦略/ESGへの取組み

49

信用格付業者 格付内容 備考

株式会社
日本格付研究所

（JCR）

長期発行体格付

AA
格付の見通し

安定的

第19期末予想

38.3%

借入総額 平均調達期間 平均調達金利

2,222億円
8.1年

（長期のみ）
0.70%

※2025年7月末日時点

借入の状況

LTV*の状況

格付の状況

安定性・安全性の高い財務体質を構築とESGへの取組みの更なる強化

※2025年11月11日時点

*2024年12月18日公表の「第17期決算説明会資料」に記載した、第18期末（2025年7月31日）時点の予想
   数値です。

*詳細につきましては、P.31の本資料の記載事項に関する注記【MFLの財務戦略】をご参照ください。

積極的にグリーンビルディング認証を取得しており、物流不動産における

グリーンビルディング認証取得実績※は98.1％、ZEB認証取得実績※は64.4％です。

環境に配慮したグリーンビルディング

物流不動産における
グリーンビルディング
認証取得実績

98.1％

物流不動産における
ZEB認証取得実績

64.4％

GRESBリアルエステイト評価■ GRESB開示評価■

4年連続で最高位である「5 Star」を取得
5年連続で「Green Star」の評価を獲得

最高位である「A レベル」を
5年連続で獲得

※ 本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した延床面積に基づいて、算出しています。



合併と投資口分割

50

2024年11月1日付で、同じく物流施設を投資対象とする

アドバンス・ロジスティクス投資法人と合併、同時に投資口分割を実施

×
資産規模*1

資産規模の大幅な拡大
5,461億円（45物件）

ダブルスポンサー体制の構築

強固な財務基盤

優先情報提供対象物件

11物件（112万㎡）

LTV *2

39.3％

*1 「資産規模」 「優先情報提供対象物件」は、2025年9月30日時点の数値です。
*2 「LTV」は、第18期末（2025年7月31日）時点の実績数値です。

投資口分割

MFL投資口価格
11月19日終値

117,000円

2024年10月31日を基準日とし、
2024年11月1日付で投資口1口につき

4口の割合での投資口分割を実施



合併の効果～ダブルスポンサー体制の構築
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総合デベロッパーである三井不動産と総合商社である伊藤忠グループの

ダブルスポンサー体制を構築し、投資主価値の最大化を目指す

CRE戦略による
開発用地ソーシング力/
総合デベロッパーの
物件開発力

グループネットワークを
活用したリーシング力

進化したソリューション型
アセットマネジメント

オフィスビル事業
顧客ネットワーク

約3,000社

商業施設事業
顧客ネットワーク

約2,500社

有力3PL事業者との
強固なリレーション

荷主・物流事業者

最先端ソリューション

「MFロジソリューションズ」
（三井不動産グループ 総合コンサル会社 ）

最先端ソリューションショールーム

「ロジイノベーションコミュニティ」
（三井不動産運営 荷主コミュニティ）

MFLPでの最先端技術の
活用・ノウハウ蓄積

搬出入DXソリューション

累計投資規模
76物件

約1兆2,000億円
（2024年10月時点）

不動産・物流事業における
グループ力

総合商社としての
グループ力

10万社に及ぶ
豊富な取引顧客網

商流の川上から川下までを
カバーする広い事業領域

生活消費関連ビジネス
における高いプレゼンス

2004年度から19年間で培った
物流不動産の用地仕入・
施設開発・リーシング力

過去開発・投資実績
42物件

延床面積約180万㎡

伊藤忠商事の
関係会社による

多様なソリューション提供
建築コスト

建築コスト

環境性能

就労環境

リーシング

物流事業者としての経験

J-REIT運用・
物流不動産運営管理の経験

就労環境

Timee

souco

「ダブルスポンサー体制」を構築

安定運用内部成長

投資主価値の最大化

外部成長



合併の効果～資産規模の拡大
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アドバンス・ロジスティクス投資法人との合併により、資産規模の大幅な拡大を実現

2,976億円

3,422億円 3,422億円

3,587億円
3,724億円

3,997億円 3,997億円

5,764億円

2022年1月期

（第11期）

2022年7月期

（第12期）

2023年1月期

（第13期）

2023年7月期

（第14期）

2024年1月期

（第15期）

2024年7月期

（第16期）

2024年10月期

（第17期）

2024年11月1日

2,328円

* 詳細につきましては、P.45の本資料の記載事項に関する注記 【MFLのポートフォリオ】 をご参照ください。
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中長期的な分配金成長目標



1,299 
1,336 

1,390 

1,458 

1,526 

1,624 
1,646 

1,744 

1,820 

1,954 
1,973 

2,088 2,100 

2,201 
2,224 

2,303 
2,328 

2,406 

2017年1月期

（第1期）

2018年1月期

（第3期）

2019年1月期

（第5期）

2020年1月期

（第7期）

2021年1月期

（第9期）

2022年1月期

（第11期）

2023年1月期

（第13期）

2024年1月期

（第15期）

2024年10月期

（第17期）

2026年1月期

（第19期）

予想

投資主価値向上に向けた高い分配金成長

54

分配金* (円)

2016年8月上場以来、継続的な分配金成長を実現

＊詳細につきましては、P.31の本資料の記載事項に関する注記【中長期的な分配金成長目標】をご参照ください。



分配金スケジュール
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

１月期の運用期間（第19期：2025年８月～2026年１月）
１月期決算発表

１月期分配金支払い開始

１月期資産運用報告発送

権利付き最終取引日 2026年1月28日

中旬 中旬

三井不動産ロジスティクスパーク投資法人は年2回決算（1月期/7月期）

１月期スケジュール

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

７月期の運用期間（第18期：2024年11月～2025年７月）*

７月期決算発表

７月期分配金支払い開始

７月期資産運用報告発送

権利付き最終取引日 2025年7月29日

中旬 中旬

７月期スケジュール

* 2024年11月1日付で本投資法人を吸収合併存続法人、アドバンス・ロジスティクス投資法人を吸収合併消滅法人とする合併を行いました。本合併に伴って、第18期の営業期間は2024年11月1日から2025年7月31日までの9か月間となります。
   第19期以降の営業期間は毎年2月1日から7月31日まで及び8月1日から翌年1月31日までとなります。
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ポートフォリオ一覧①

スポンサーが開発した先進的物流施設「MFLP」を重点投資対象とした築浅の安定したポートフォリオ

＊詳細につきましては、P.45の本資料の記載事項に関する注記【MFLのポートフォリオ】をご参照ください。
＊1 「延床面積」に記載されているカッコ内の数値は持分勘案後の値です。以下同様です。
＊2 「賃貸可能面積」に記載されている数値は持分勘案後の値です。以下同様です。
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ポートフォリオ一覧②

スポンサーが開発した先進的物流施設「MFLP」を重点投資対象とした築浅の安定したポートフォリオ
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ポートフォリオ一覧③

スポンサーが開発した先進的物流施設「MFLP」を重点投資対象とした築浅の安定したポートフォリオ



Disclaimer
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⚫ 本資料32頁~58頁は、情報提供を目的として三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社が作成したものであり、特定の

商品の募集・勧誘・営業等を目的としたものではありません。三井不動産ロジスティクスパーク投資法人の投資口の売買等にあたって

は、取引市場、金利⽔準、不動産市場等の変動や本投資口の裏付け資産である不動産等に係る賃料収入の減少・災害等による

支出の増加等に伴い、本投資口価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。投資家ご自⾝の判断と責任において行うようお

願いいたします。

⚫ 本資料の内容には将来の業績に関する記述が含まれていますがこのような記述は将来の業績を保証するものではありません。

⚫ 本資料の内容に関しては、万全を期していますが、その正確性及び完全性を保証するものではありません。

また、予告なしに内容が変更⼜は廃止される場合がございますので、予めご了承ください。

⚫ 事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止します。
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